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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくともアルカリ金属含有フラックスとガリウムとを含む融液中において、ＧａＮ結晶
を製造する方法であって、
前記融液中の炭素の含有量を、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計に対
し、０．０２～５原子％に調整する調整工程と、
前記ガリウムと窒素とが窒素含有ガス雰囲気下で反応する反応工程と
を包含するＧａＮ結晶製造方法。
【請求項２】
前記調整工程は、前記融液中の炭素の一部を除去する除去工程および前記融液中に炭素を
添加する添加工程のうちの少なくとも一方を包含する、請求項１に記載のＧａＮ結晶製造
方法。
【請求項３】
前記調整工程は、前記融液中に炭素を添加する添加工程を包含する、請求項１または２に
記載のＧａＮ結晶製造方法。
【請求項４】
前記融液中に種結晶を提供する種結晶提供工程を包含し、
前記種結晶は、ＧａＮ結晶である、請求項１から３のいずれか一項に記載のＧａＮ結晶製
造方法。
【請求項５】
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前記炭素が、炭素単体および炭素化合物の少なくとも一方である、請求項１から４のいず
れか一項に記載のＧａＮ結晶製造方法。
【請求項６】
前記種結晶が、基板上に形成されたＧａＮ結晶層である、請求項４または５に記載のＧａ
Ｎ結晶製造方法。
【請求項７】
前記融液中の炭素の含有量を調整することにより、前記種結晶以外の結晶核の発生を防止
する、請求項４から６のいずれか一項に記載のＧａＮ結晶製造方法。
【請求項８】
前記融液中の炭素の含有量が、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計に対
し、０．１～５原子％の範囲である、請求項７に記載のＧａＮ結晶製造方法。
【請求項９】
前記融液中の炭素の含有量を調整することにより、前記ＧａＮ結晶の無極性面が成長する
、請求項１から８のいずれか一項に記載のＧａＮ結晶製造方法。
【請求項１０】
前記融液中の炭素の含有量が、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計に対
し、０．３～５原子％の範囲である、請求項９に記載のＧａＮ結晶製造方法。
【請求項１１】
前記融液が、Ｎａを含む融液である、請求項１から１０のいずれか一項に記載のＧａＮ結
晶製造方法。
【請求項１２】
前記融液中の炭素の含有量を調整することにより、前記ＧａＮ結晶のＭ面およびａ面の少
なくとも一方の無極性面が成長する、請求項６から１１のいずれか一項に記載のＧａＮ結
晶製造方法。
【請求項１３】
前記基板上の前記ＧａＮ結晶層の上面が、無極性面である、請求項１２に記載のＧａＮ結
晶製造方法。
【請求項１４】
前記融液を撹拌する撹拌工程をさらに含む請求項１から１３のいずれか一項に記載のＧａ
Ｎ結晶製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＧａＮ結晶の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＩＩＩ族元素窒化物結晶の半導体は、例えば、ヘテロ接合高速電子デバイスや光電子デ
バイス（半導体レーザー、発光ダイオード（ＬＥＤ）、センサ等）等の分野に使用されて
おり、特に窒化ガリウム（ＧａＮ）結晶が注目されている。従来では、窒化ガリウムの単
結晶を得るために、ガリウムと窒素ガスとを直接反応させることが行われていた（非特許
文献１参照）。しかし、この場合、１３００～１６００℃、８０００～１７０００ａｔｍ
（約８００～１７００ＭＰａ）という超高温高圧を必要とする。この問題を解決するため
に、ナトリウム（Ｎａ）フラックス（融液）中で窒化ガリウム単結晶を育成する技術（以
下、「Ｎａフラックス法」ともいう）が開発された（例えば、特許文献１～３、非特許文
献２、３参照）。この方法によれば、加熱温度が６００～８００℃と大幅に下がり、また
圧力も、約５０ａｔｍ（約５ＭＰａ）程度まで下げることができる。前記Ｎａフラックス
法において、予め、前記Ｎａフラックス中に種結晶を入れておき、この種結晶を核として
結晶を育成させる方法がある。この方法によれば、バルクサイズの結晶を得ることもでき
る。前記種結晶としては、ＧａＮ単結晶を育成する場合、例えば、ＭＯＣＶＤ法やＨＶＰ
Ｅ法によりサファイア基板の上にＧａＮ結晶薄膜層が形成された積層基板が使用される。
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このような技術を、「液相エピタキシャル成長法」ともいう。
【０００３】
　ＧａＮ単結晶を用いた電子デバイスの中で、発光ダイオード（ＬＥＤ）の照明への応用
が期待され、研究開発が盛んである。これは、ＧａＮ単結晶を用いたＬＥＤであれば、蛍
光灯等の従来の照明器具に比べて大幅に電力を節約できるからである。しかしながら、従
来のＧａＮ単結晶を用いたＬＥＤは、輝度を向上させるのに限界があり、理論的に予測さ
れるレベルの高輝度を実現できなかった。その理由は、下記の３つの問題があるからであ
る。
（１）ＬＥＤ内部での電荷の偏り
（２）高輝度化による発光波長の変化
（３）ＬＥＤ内部における高抵抗部分の存在
【０００４】
　前記（１）から（３）の三つの問題は、ＧａＮ結晶基板の無極性面上にＬＥＤを作製す
れば、理論上は解決できる。前記無極性面とは、電荷の偏りがない面である。しかしなが
ら、従来の技術では、ＧａＮ結晶基板の無極性面上にＬＥＤを作製することは不可能であ
った。図１に、ＬＥＤの基本構成を示す。図示のように、ＬＥＤは、サファイア若しくは
炭化シリコンから形成された基板１の上に、低温緩衝層２、ＧａＮ結晶（Ｓｉドープ）層
３、ｎ－ＡｌＧａＮ（Ｓｉドープ）層５、ＩｎＧａＮ層６、ｐ－ＡｌＧａＮ（Ｍｇドープ
）層７、ｐ－ＧａＮ（Ｍｇドープ）層８、透明電極層９およびｐ層電極１０が、この順序
で積層され、かつ前記ＧａＮ結晶（Ｓｉドープ）層３の一部の上にｎ層電極４が配置され
ているという構成である。従来のＬＥＤの作製において、図２に示すように、サファイア
等の基板１の上に、低温緩衝層２を介して、液相エピタキシャル成長法によりＧａＮ結晶
層３を成長させることになるため、前記ＧａＮ結晶は、ｃ面のみしか成長できず、前記Ｇ
ａＮ結晶層３の側面３２はＭ面になるが、前記ＧａＮ結晶層３の上面３１は、ｃ面になっ
てしまう。また、無理にＭ面等の無極性面を形成しようとしても、得られる結晶の品質が
劣悪なために、輝度の向上が図れないのが実情である。
【０００５】
　さらに、Ｎａフラックス（融液）を用いた液相エピタキシャル成長法では、種結晶以外
の核が前記フラックス中に発生し、これが原因でＧａＮ結晶の品質および収率が悪くなる
という問題がある。図８のグラフに、窒素ガス圧力と、基板上に形成されるＧａＮ結晶の
厚み（膜厚）との関係の一例を示す。図示のように、窒素ガスの圧力を上げると、ＧａＮ
結晶の厚みも向上するが、窒素ガス圧力が、ある点（図８においては、約３４ａｔｍ）を
越えると、逆にＧａＮ結晶の厚みが薄くなっていく。これは、同図に示すように、Ｎａフ
ラックス中に、種結晶以外の核が発生するためである。
【０００６】
　このように、無極性面の成長の問題および核発生の問題は、ＧａＮ結晶の製造において
解決すべき重要な問題であるが、その他のＩＩＩ族元素窒化物結晶の製造方法においても
、解決すべき重要な問題である。
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－３２７４９５号公報
【特許文献２】特開２００１－１０２３１６号公報
【特許文献３】特開２００３－２９２４００号公報
【非特許文献１】Ｊ．　Ｐｈｙｓ．　Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｌｉｄｓ，　１９９５、　５６、
　６３９
【非特許文献２】日本結晶成長学会誌３０、　２、　ｐｐ３８－４５（２００３）
【非特許文献３】Ｊ．　Ｊ．　Ａｐｐｌ．　Ｐｈｙｓ．　４２，　ｐｐ　Ｌ８７９－Ｌ８
８１（２００３）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
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　そこで、本発明は、核発生の防止および高結晶性無極性面の成長の少なくとも一方を実
現可能なＧａＮ結晶の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記目的を達成するために、本発明の製造方法は、少なくともアルカリ金属含有フラッ
クスとガリウムとを含む融液中において、ＧａＮ結晶を製造する方法であって、
前記融液中の炭素の含有量を、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計に対
し、０．０２～５原子％に調整する調整工程と、
前記ガリウムと窒素とが窒素含有ガス雰囲気下で反応する反応工程と
を包含するＧａＮ結晶製造方法である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明者等は、前記目的を達成するために、一連の研究を重ねた結果、アルカリ金属含
有フラックスを含む融液中の炭素の含有量を調整すると（例えば、融液中に炭素を含有さ
せると）、前記融液中における核発生の防止および高品質無極性面の成長の少なくとも一
方が実現可能であることを見出し、本発明をなすに至った。また、本発明の製造方法によ
り製造されるＧａＮ結晶（以下、「本発明のＧａＮ結晶」ということがある）は、後述の
ように、無極性面が主要面であり、所定範囲の前記ロッキングカーブの半値全幅および前
記所定の範囲の転位密度の物性を有するものであってもよい。これは、気相法等の従来法
により製造されたものよりも、結晶性が高品位である。このような高品位の本発明のＧａ
Ｎ結晶は、前記本発明の製造方法により製造することが可能である。なお、前記「主要面
」とは、結晶中で最も広い面をいう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、半導体装置の一例を示す構成図である。
【図２】図２は、基板上に形成されたＧａＮ結晶の一例を示す構成図である。
【図３】図３は、本発明の基板上に形成されたＧａＮ結晶の一例を示す構成図である。
【図４】図４は、本発明の実施例１におけるＧａＮ結晶の写真である。
【図５】図５は、前記実施例１におけるＧａＮ結晶のその他の写真である。
【図６】図６は、比較例１におけるＧａＮ結晶の写真である。
【図７】図７は、前記実施例１および前記比較例１における、炭素添加割合と結晶収率と
の関係を示すグラフである。
【図８】図８は、窒素ガス圧力とＧａＮ結晶の厚み（膜厚）との関係の一例を示すグラフ
である。
【図９】図９は、本発明の実施例２および比較例２～３における炭素添加割合と結晶収率
との関係を示すグラフである。
【図１０】図１０は、本発明の実施例３および比較例４～６における炭素添加割合と結晶
収率との関係を示すグラフである。
【図１１】図１１は、本発明のＧａＮ結晶の製造方法に使用する製造装置の一例を示す構
成図である。
【図１２】図１２は、本発明の実施例４におけるＧａＮ単結晶の写真である。
【図１３】図１３は、ＧａＮ結晶の構造の一例を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明のＧａＮ結晶は、主要面として無極性面を有し、２結晶法Ｘ線回析によるロッキ
ングカーブの半値全幅が０を超え２００秒以下の範囲であり、転位密度が０を超え１０６

個／ｃｍ２以下の範囲であるＧａＮ結晶であってもよい。
【００１３】
　本発明のＧａＮ結晶基板は、前記本発明のＧａＮ結晶を含み、前記無極性面が、半導体
層が形成される基板面である。
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【００１４】
　本発明の半導体装置は、前記本発明のＧａＮ結晶基板を含み、前記基板面の上に、半導
体層が形成された半導体装置である。
【００１５】
　本発明のＧａＮ結晶製造装置は、少なくともアルカリ金属含有フラックスとガリウムと
を含む融液中において、ＧａＮ結晶を製造する製造装置であって、
前記融液中の炭素の含有量を調整する調製部と、
前記ガリウムと窒素とが反応する反応部とを備えたＧａＮ結晶製造装置である。
【００１６】
　本発明の製造方法において、前記調整工程は、前記融液中の炭素の一部を除去する除去
工程および前記融液中に炭素を添加する添加工程のうちの少なくとも一方を包含すること
が好ましい。
【００１７】
　本発明の製造方法において、前記融液中に種結晶を提供する種結晶提供工程を包含し、
前記種結晶は、ＧａＮ結晶であることが好ましい。
【００１８】
　本発明の製造方法において、前記炭素の形態は、特に制限されず、炭素単体および炭素
化合物のいずれであってもよい。
【００１９】
　本発明の製造方法において、前記種結晶は、基板上に形成されたＧａＮ結晶層であるこ
とが好ましい。
【００２０】
　本発明の製造方法において、前記融液中の炭素の含有量を調整することにより（例えば
、前記融液中に炭素を含有させることにより）、前記融液中において前記種結晶以外の結
晶核の発生を防止することが好ましい。この場合の前記融液中の炭素の含有割合は、前記
フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計に対し、例えば、０．１～５原子％の範
囲である。
【００２１】
　本発明の製造方法において、前記融液中の炭素の含有量を調整することにより（例えば
、前記融液中に炭素を含有させることにより）、前記ＧａＮ結晶の無極性面を成長させる
ことが好ましい。この場合の前記融液中の炭素の含有割合は、前記フラックス、前記ガリ
ウムおよび前記炭素の合計に対し、例えば、０．３～５原子％の範囲である。なお、本発
明の製造方法において、無極性面以外の面を成長させ、この面を切削して無極性面を表面
に出してもよい。
【００２２】
　本発明の製造方法において、前記種結晶は、基板上のＧａＮ結晶層であることが好まし
い。この場合、前記融液中の炭素の含有量を調整することにより（例えば、前記融液中に
炭素を含有させることにより）、Ｍ面およびａ面の少なくとも一方の面を成長させること
が好ましい。さらに、この場合、前記基板のＧａＮ結晶層の上面が、無極性面（ａ面およ
びＭ面の少なくとも一方）であることが好ましい。ただし、本発明の製造方法は、これに
限定されず、Ｍ面およびａ面以外で、かつｃ面以外の面を成長させてもよい。すなわち、
本発明の製造方法において、ＧａＮ結晶を成長させる場合、Ｍ面およびａ面に対して形成
する角度が、ｃ面よりも小さい面を成長させ、成長した面を切削してＭ面若しくはａ面を
表面に出してもよい。
【００２３】
　本発明の製造方法において、前記融液は、例えば、Ｎａを含む融液であることが好まし
い。
【００２４】
　本発明の製造方法において、前記融液を撹拌する撹拌工程をさらに含んでもよい。前記
撹拌工程を行う段階は、特に制限されないが、例えば、前記反応工程の前、前記反応工程
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と同時、および前記反応工程の後における少なくとも一つにおいて行ってもよい。より具
体的には、例えば、前記反応工程の前に行っても、前記反応工程と同時に行っても、その
両方で行ってもよい。
【００２５】
　本発明のＧａＮ結晶は、炭素を含んでいてもよい。また、本発明のＧａＮ結晶は、前記
本発明の製造方法により製造されたものである。
【００２６】
　本発明の半導体装置は、例えば、ＬＥＤ、半導体レーザーまたはパワー高周波電子素子
であることが好ましい。
【００２７】
　つぎに、本発明について詳細に説明する。
【００２８】
　前述のように、本発明の製造方法は、少なくともアルカリ金属含有フラックスとガリウ
ムとを含む融液中において、ＧａＮ結晶を製造する方法であって、前記融液中の炭素の含
有量を、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計に対し、０．０２～５原子
％に調整する調整工程と、前記ガリウムと窒素とが窒素含有ガス雰囲気下で反応する反応
工程とを包含する。調整工程は、融液中の炭素の一部を除去する除去工程および融液中に
炭素を添加する添加工程のうちの少なくとも一方を包含してもよい。
　更に、融液中に、ＩＩＩ族元素窒化物を含む種結晶を提供する種結晶提供工程を包含し
てもよい。
　例えば、本発明の製造方法は、アルカリ金属含有フラックスを含む融液中において、予
め入れたＧａＮの種結晶を結晶核とし、ガリウムと窒素とを反応させてＧａＮ結晶を成長
させるＧａＮ結晶の製造方法であって、前記融液中に炭素を含有させて前記ＧａＮ結晶を
成長させる製造方法である。また、本発明は、前記ＧａＮ結晶の製造方法において、前記
融液中に炭素を含有させることにより、ＧａＮ結晶の成長面を制御する方法でもあり、お
よび／または、前記融液中の核発生を防止する方法でもある。
【００２９】
　前記融液における前記アルカリ金属は、液相エピタキシャル成長法におけるフラックス
として機能する。前記アルカリ金属は、リチウム（Ｌｉ）、ナトリウム（Ｎａ）、カリウ
ム（Ｋ）、ルビジウム（Ｒｂ）、セシウム（Ｃｓ）およびフランシウム（Ｆｒ）であり、
この中で、ＬｉおよびＮａが好ましく、より好ましくはＮａである。前記融液は、その他
の成分を含んでいてもよく、例えば、ＧａＮ結晶の原料となるガリウム（Ｇａ）や窒素（
Ｎ）、アルカリ金属以外のフラックス原料等を含んでいてもよい。前記窒素は、ガス、窒
素分子、窒素化合物等、その形態に制限はない。前記フラックス原料としては、例えば、
アルカリ土類金属があげられ、具体的には、カルシウム（Ｃａ）、マグネシウム（Ｍｇ）
、ストロンチウム（Ｓｒ）、バリウム（Ｂｒ）およびラジウム（Ｒａ）があり、この中で
、ＣａおよびＭｇが好ましく、より好ましくはＣａである。ガリウムに対するアルカリ金
属の添加割合は、例えば、０．１～９９．９ｍｏｌ％、好ましくは１～９９ｍｏｌ％、よ
り好ましくは５～９８ｍｏｌ％である。また、アルカリ金属とアルカリ土類金属の混合フ
ラックスを使用する場合のモル比は、例えば、アルカリ金属：アルカリ土類金属＝９９．
９９～０．０１：０．０１～９９．９９、好ましくは９９．９～０．０５：０．１～９９
．９５、より好ましくは９９．５～１：０．５～９９である。前記融液の純度は、高いこ
とが好ましい。例えば、Ｎａの純度は、９９．９５％以上の純度であることが好ましい。
高純度のフラックス成分（例えば、Ｎａ）は、高純度の市販品を用いてもよいし、市販品
を購入後、蒸留等の方法により純度を上げたものを使用してもよい。
【００３０】
　ガリウムと窒素との前記反応条件は、例えば、温度１００～１５００℃、圧力１００Ｐ
ａ～２０ＭＰａであり、好ましくは、温度３００～１２００℃、圧力０．０１ＭＰａ～１
０ＭＰａであり、より好ましくは、温度５００～１１００℃、圧力０．１ＭＰａ～６ＭＰ
ａである。前記反応は、窒素含有ガス雰囲気下で実施することが好ましい。前記窒素含有
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ガスが、前記フラックスに溶けてＧａＮ結晶の育成原料となるからである。前記窒素含有
ガスは、例えば、窒素（Ｎ２）ガス、アンモニア（ＮＨ３）ガス等であり、これらは混合
してもよく、混合比率は制限されない。特に、アンモニアガスを使用すると、反応圧力を
低減できるので、好ましい。
【００３１】
　前記本発明の製造方法において、前記フラックスによって、窒素濃度が上昇するまでに
、前記種結晶が溶解するおそれがある。これを防止するために、少なくとも反応初期にお
いて、窒化物を前記フラックス中に存在させておくことが好ましい。前記窒化物としては
、例えば、Ｃａ３Ｎ２、Ｌｉ３Ｎ、ＮａＮ３、ＢＮ、Ｓｉ３Ｎ４、ＩｎＮ等があり、これ
らは単独で使用してもよく、２種類以上で併用してもよい。また、前記窒化物の前記フラ
ックスにおける割合は、例えば、０．０００１ｍｏｌ％～９９ｍｏｌ％であり、好ましく
は、０．００１ｍｏｌ％～５０ｍｏｌ％であり、より好ましくは０．００５ｍｏｌ％～１
０ｍｏｌ％である。
【００３２】
　前記本発明の製造方法において、前記混合フラックス中に、不純物を存在させることも
可能である。このようにすれば、不純物含有のＧａＮ結晶を製造できる。前記不純物は、
例えば、珪素（Ｓｉ）、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）、インジウム（Ｉｎ）、アルミニウム（
Ａｌ）、窒化インジウム（ＩｎＮ）、酸化珪素（ＳｉＯ２）、酸化インジウム（Ｉｎ２Ｏ

３）、亜鉛（Ｚｎ）、マグネシウム（Ｍｇ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化マグネシウム（
ＭｇＯ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）等がある。
【００３３】
　前述のように、前記融液中の炭素の含有量を調整する。例えば、炭素の含有量を所定の
量にするために、融液中の炭素の一部を除去する工程および融液中に炭素を添加する工程
のうちの少なくとも一方を実行する。前記炭素は、炭素単体でもよいし、炭素化合物であ
ってもよい。好ましいのは、前記融液において、シアン（ＣＮ）を発生する炭素単体およ
び炭素化合物である。また、炭素は、気体状の有機物であってもよい。このような炭素単
体および炭素化合物としては、例えば、シアン化物、グラファイト、ダイヤモンド、フラ
ーレン、カーボンナノチューブ、メタン、エタン、プロパン、ブタン、ベンゼン等があげ
られる。また、前記炭素の含有量は、特に制限されない。前記融液中における核発生防止
の目的で、融液中に炭素を添加する工程および融液中の炭素の一部を除去する工程のうち
の少なくとも一方を実行する場合は、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合
計を基準として、例えば、０．０２～５原子（ａｔ．）％の範囲、０．０５～５原子（ａ
ｔ．）％の範囲、０．１～５原子（ａｔ．）％の範囲、０．２５～５原子（ａｔ．）％の
範囲、０．５～５原子（ａｔ．）％の範囲、０．５～２．５原子（ａｔ．）％の範囲、０
．５～２原子（ａｔ．）％の範囲、０．５～１原子（ａｔ．）％の範囲、１～５原子（ａ
ｔ．）％の範囲、または１～２原子（ａｔ．）％の範囲である。この中でも、０．５～５
原子（ａｔ．）％の範囲、０．５～２．５原子（ａｔ．）％の範囲、０．５～２原子（ａ
ｔ．）％の範囲、０．５～１原子（ａｔ．）％の範囲、１～５原子（ａｔ．）％の範囲、
または１～２原子（ａｔ．）％の範囲が好ましい。ＧａＮ結晶の無極性面の成長の目的で
、融液中に炭素を添加する工程および融液中の炭素の一部を除去する工程のうちの少なく
とも一方を実行する場合は、前記フラックス、前記ガリウムおよび前記炭素の合計を基準
として、例えば、０．０２～５原子（ａｔ．）％の範囲、０．０５～５原子（ａｔ．）％
の範囲、０．５～５原子（ａｔ．）％の範囲、０．３～５原子（ａｔ．）％の範囲、０．
７５～５原子（ａｔ．）％の範囲、１．０～５原子（ａｔ．）％の範囲、または２．０～
５原子（ａｔ．）％の範囲である。この中で、１．０～５原子（ａｔ．）％の範囲または
２．０～５原子（ａｔ．）％の範囲が好ましい。なお、前記フラックス、前記ガリウムお
よび前記炭素の合計における前記「フラックス」は、フラックスを構成する成分の合計を
意味する。例えば、前記フラックスがＮａ単独のフラックスの場合は、Ｎａのみを意味し
、ＮａとＣａの混合フラックスの場合は、ＮａとＣａの合計を意味する。
【００３４】
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　前述のように、前記種結晶は、基板の上に形成されたＧａＮ層であることが好ましい。
前記基板は、前記サファイア基板や炭化ケイ素（ＳｉＣ）基板等が使用できる。前記Ｇａ
Ｎ層は、例えば、結晶であってもよいし、非晶質（アモルファス）であってもよいし、結
晶の場合は、単結晶であってもよいし、多結晶であってもよい。また、前記ＧａＮ層の形
態は、特に制限されないが、例えば、薄膜層の形態が好ましい。前記薄膜層の厚みは、特
に制限されず、例えば、０．０００５～１０００００μｍ、０．００１～５００００μｍ
、０．０１～５０００μｍ、０．０１～５００μｍ、０．０１～５０μｍ、０．１～５０
μｍ、０．１～１０μｍ、０．１～５μｍ、１～１０μｍまたは１～５μｍの範囲である
。前記ＧａＮ結晶層の表面（上面）は、Ｍ面およびａ面のいずれかの無極性面であること
が好ましい。前記基板上のＧａＮ結晶層の表面（上面）が、無極性面であれば、図２に示
すように、前記融液中に炭素を添加することにより、基板１の上のＧａＮ結晶層２の表面
に、平滑な無極性面３１を有するＧａＮ結晶３を育成することができる。この場合、前記
ＧａＮ結晶３の側面３２は、ｃ面となる。これに対し、基板上のＧａＮ結晶層の表面（上
面）が、ｃ面である場合、前記融液中に炭素を添加すると、図３に示すように、前記Ｇａ
Ｎ結晶層２の上に形成されるＧａＮ結晶３の上面（表面）３１が、断面が折れ線状になっ
てしまう。これは、ＧａＮ結晶層２の表面がｃ面であると、この上で成長するＧａＮ結晶
３において、ａ面およびＭ面の双方が成長するからである。なお、図３において、ＧａＮ
結晶３の側面３２は、ｃ面である。しかし、このような断面が折れ線状の表面（上面）を
有するＧａＮ結晶であっても、前記表面を研磨して平滑面にすれば、実用に供することが
可能である。前記薄膜層は、例えば、有機金属気相成長法（ＭＯＣＶＤ法）、ハライド気
相成長法（ＨＶＰＥ）、分子線エピタキシー法（ＭＢＥ法）等によって、前記基板上に形
成できる。前記薄膜層の最大径は、例えば、２ｃｍ以上であり、好ましくは３ｃｍ以上で
あり、より好ましくは５ｃｍ以上であり、大きいほどよく、その上限は、限定されない。
また、バルク状化合物半導体の規格が２インチであるから、この観点から、前記最大径の
大きさは５ｃｍであることが好ましく、この場合、前記最大径の範囲は、例えば、２～５
ｃｍであり、好ましくは３～５ｃｍであり、より好ましくは５ｃｍである。なお、前記最
大径とは、例えば、前記薄膜層表面の外周のある点と、その他の点を結ぶ線であって、最
も長い線の長さをいう。
　なお、本発明の製造方法において、アルカリ金属含有フラックスを含む融液中に予めＧ
ａＮの種結晶を結晶核として入れることは必ずしも必要ではない。融液中の炭素の含有量
を所定の量に調整しさえすれば、予めＧａＮの種結晶を結晶核として入れなくても、上述
した本発明の効果（融液中における核発生の防止および高品質無極性面の成長の少なくと
も一方が実現可能であること）を得ることができる。
　なお、融液中にＧａＮを含む種結晶を提供する場合には、種結晶を提供しない場合と比
較して、ＧａＮ結晶が容易に成長し得る。
【００３５】
　ここで、ＧａＮ結晶の構造を、図１３の模式図に基づき説明する。図示のように、Ｇａ
Ｎ結晶において、Ｍ面およびａ面は、ｃ軸に平行であり、換言すれば、Ｍ面およびａ面は
、ｃ面に直交している。そして、隣接する二つのＭ面相互が形成する角度の中間の角度の
方向にａ面は存在している。これらの関係は、Ｍ面とａ面を逆にしても成立する。
【００３６】
　本発明のＧａＮ結晶の製造方法において、製造対象となる前記ＧａＮ結晶は、例えば、
単結晶および多結晶のいずれであってもよいが、単結晶が好ましい。
【００３７】
　つぎに、本発明のＧａＮ結晶製造装置は、前述の通り、少なくともアルカリ金属含有フ
ラックスとガリウムとを含む融液中において、ＧａＮ結晶を製造する製造装置であって、
前記融液中の炭素の含有量を調整する調製部と、前記ガリウムと窒素とが反応する反応部
とを備えたＧａＮ結晶製造装置である。本発明の製造方法は、どのような製造装置を用い
て行ってもよいが、例えば、本発明のＧａＮ結晶製造装置を用いて行うことが好ましい。
図１１に、本発明のＧａＮ結晶製造装置の一例を示す。本発明のＧａＮ結晶製造装置は、
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融液中の炭素の含有量を調整する調整部と、ガリウムと窒素とが反応する反応部とを備え
る。図示のように、この装置は、ガスタンク１１、圧力調節器１２、電気炉１４および耐
熱耐圧容器１３、真空ポンプ１７から構成されている。前記電気炉１４としては、例えば
、抵抗加熱ヒータがある。また、前記電気炉１４は、断熱材を使用してもよい。前記抵抗
加熱ヒータにおいて、１０００℃以下で使用する場合は、発熱体としてカンタル線を用い
ることができるため、装置の構成が簡単になる。また、前記抵抗加熱ヒータにおいて、１
５００℃まで加熱する場合には、ＭｏＳｉ２などが用いられる。ガスタンク１１には、窒
素ガスやアンモニアガス等の窒素含有ガスが充填されている。ガスタンク１１および真空
ポンプ１７は、パイプで耐圧耐熱容器１３と連結しており、その途中に圧力調節器１２が
配置されている。圧力調節器１２より、例えば、１～１００ａｔｍのガス圧に調整して窒
素含有ガスを耐圧耐熱容器１３中に供給でき、また真空ポンプ１７により減圧することも
できる。なお、同図において、１６はリーク用バルブである。耐圧耐熱容器１３は、例え
ば、ステンレス容器等が使用される。耐熱耐圧容器１３は、電気炉１４内に配置され、こ
れにより加熱される。耐熱耐圧容器１３内には坩堝１５が配置され、坩堝材料としては、
アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）、タングステン（Ｗ）、白金（Ｐｔ）、ＳＵＳ等の材料が用いら
れる。なお、黒鉛坩堝やシリコンカーバイト坩堝等のように、炭素系素材から形成された
坩堝を使用してもよい。ただし、炭素系材料から形成された坩堝を使用しても、これから
溶出する炭素は微量であるため、別途、炭素を添加しない限り、本発明の効果を得ること
はできない。前記坩堝１５中には、結晶原料であるガリウム（Ｇａ）、融液原料であるア
ルカリ金属（Ｎａ等）および炭素（例えば、グラファイト）を入れる。なお、本発明にお
いて、その他の成分を前記坩堝に入れてもよく、例えば、ドーピング用の不純物を加えて
もよい。Ｐ型ドーピング材料としてはＭｇがあり、Ｎ型ドーピング材料としてはＳｉなど
がある。坩堝の形状は、特に制限されず、例えば円筒状（断面が円形）であるが、円筒状
に限定されない。坩堝の形状は、断面が非円形である筒状でよい。断面が非円形である坩
堝を用いる場合は、断面が円である坩堝を用いる場合と比較して、坩堝を揺動することに
よる融液の撹拌効率がよい。
【００３８】
　この装置を用いたＧａＮ単結晶の製造は、例えば、次のようにして実施することができ
る。まず、ＧａＮ結晶薄膜層が形成されたサファイア基板を前記坩堝内に配置する。一方
、グローブボックスの中で、ガリウム（Ｇａ）と、金属ナトリウム（Ｎａ）と、炭素（Ｃ
）とを秤量して坩堝１５内に入れ、この坩堝１５を耐圧耐熱容器１３内にセットする。そ
して、ガスタンク１１から、前記耐熱耐圧容器１３内に窒素ガスを供給する。この際、圧
力調節器１２により所定の圧力に調節する。そして、電気炉１４によって耐熱耐圧容器１
３内を加熱する。すると、坩堝１５内では、ナトリウムが溶解して融液が形成され、この
融液中に前記窒素ガスが溶け込んで、炭素の存在下、前記窒素とガリウムとが反応して、
前記基板上のＧａＮ薄膜層の上でＧａＮ結晶が成長する。この結晶成長において、前記融
液中に炭素が存在しているため、前記融液中においてＧａＮ結晶核の発生が防止され、か
つ、前記基板上のＧａＮ薄膜層の上で成長するＧａＮ結晶は、無極性面（ａ面若しくはＭ
面）が成長する。例えば、坩堝１５は、本発明の「融液中の炭素の含有量を調整する調整
部」に対応する。例えば、坩堝１５は、本発明の「ガリウムと窒素とが反応する反応部」
にも対応する。本発明のＧａＮ結晶の成長メカニズムは、例えば、前記融液中の炭素が窒
素と反応し、フラックスの気液界面近傍においてＣＮ－の形態で存在するため、窒素の過
飽和度が抑制され、前記近傍における雑晶形成を回避できると推測される。したがって、
本発明の製造方法は、窒素と炭素の存在下であれば、ガリウム以外のＩＩＩ族元素窒化物
結晶の製造にも利用することができる。前記ＩＩＩ族元素窒化物結晶の製造の場合には、
前記ガリウムを、その他のＩＩＩ族元素（Ａｌ，Ｉｎ等）に置換、あるいはそれらを併用
すればよい。前記ＩＩＩ族元素窒化物結晶としては、例えば、ＡｌｓＧａｔＩｎ（１－ｓ
－ｔ）Ｎ（ただし、０≦ｓ≦１、０≦ｔ≦１、ｓ＋ｔ≦１）が挙げられる。なお、本発明
は、前記推測によりなんら限定されない。
【００３９】
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　本発明の製造方法は、前述のように、前記融液を撹拌する撹拌工程をさらに含んでもよ
い。例えば、前記融液中におけるガリウムと窒素との反応を、前記融液およびガリウムを
撹拌混合した状態で行えば、前記混合液中への窒素の溶解速度が増大するとともに、融液
中のガリウムと窒素とが均一に分布し、しかも結晶の成長面に常に新鮮な原料を供給でき
るため、透明で転位密度が少なく、均一厚みで、高品位で大きなバルク状の透明窒化ガリ
ウム結晶を、早く製造できるため、より好ましい。また、このようにすれば、例えば、表
面がスムースなＧａＮ結晶を得ることができる。
【００４０】
　本発明において、前記撹拌工程は、特に制限されず、例えば、本発明と発明者一部同一
の特願２００５－５０３６７３（国際公開ＷＯ２００４／０８３４９８号パンフレット）
の記載を参考にして行ってもよいし、その他の任意の方法により行ってもよい。本発明の
前記撹拌工程は、具体的には、例えば、前記耐熱耐圧容器を揺動させたり、前記耐熱耐圧
容器を回転させたり、若しくはこれらを組み合わせることにより、実施できる。その他に
、例えば、坩堝中の融液に温度差を与えることによっても、融液を攪拌しえる。融液に熱
対流が生じるからである。より具体的には、例えば、融液形成のための前記耐熱耐圧容器
の加熱に加え、前記耐熱耐圧容器を加熱して熱対流を発生させることによっても、前記融
液とガリウムとを撹拌混合できる。さらに、前記撹拌工程は、撹拌羽根を用いて実施して
もよい。これらの撹拌混合手段は、それぞれ組み合わせることができる。
【００４１】
　本発明において、前記耐熱耐圧容器の揺動は、特に制限されず、例えば、前記耐熱耐圧
容器を一定の方向に傾けた後、前記方向とは逆の方向に傾けるという耐熱耐圧容器を一定
方向に揺り動かす揺動がある。また、前記揺動は、規則正しい揺動でもよいし、間欠的で
不規則な揺動であってもよい。また、揺動に回転運動を併用しても良い。揺動における耐
熱耐圧容器の傾きも特に制限されない。規則的な場合の揺動の周期は、例えば、１秒～１
０時間であり、好ましくは３０秒～１時間であり、より好ましくは１分～２０分である。
揺動における耐熱耐圧容器の最大傾きは、耐熱耐圧容器の高さ方向の中心線に対し、例え
ば、５度～７０度、好ましくは１０度～５０度、より好ましくは１５度～４５度である。
また、後述のように、前記基板が前記耐熱耐圧容器の底に配置されている場合、前記基板
上の窒化ガリウム薄膜が、常に、前記融液で覆われている状態の揺動でもよいし、前記耐
熱耐圧容器が傾いたときに前記基板上から前記融液が無くなっている状態でもよい。
【００４２】
　前記熱対流のための耐熱耐圧容器の加熱は、熱対流が起こる条件であれば特に制限され
ない。前記耐熱耐圧容器の加熱位置は、特に制限されず、例えば、耐熱耐圧容器の底部で
もよいし、耐熱耐圧容器の下部の側壁を加熱してもよい。前記熱対流のための耐熱耐圧容
器の加熱温度は、例えば、融液形成のための加熱温度に対して、０．０１℃～５００℃高
い温度であり、好ましくは０．１℃～３００℃高い温度であり、より好ましくは１℃～１
００℃高い温度である。前記加熱は、通常のヒータが使用できる。
【００４３】
　前記撹拌羽根を用いた撹拌工程は、特に制限されず、例えば、前記撹拌羽根の回転運動
又は往復運動若しくは前記両運動の組み合わせによるものであってもよい。また、前記撹
拌羽根を用いた撹拌工程は、前記撹拌羽根に対する前記耐熱耐圧容器の回転運動又は往復
運動若しくは前記両運動の組み合わせによるものであってもよい。そして、前記撹拌羽根
を用いた撹拌工程は、前記撹拌羽根自身の運動と、前記耐熱耐圧容器自身の運動とを組み
合わせたものであってもよい。前記撹拌羽根は、特に制限されず、その形状や材質は、例
えば、前記耐熱耐圧容器のサイズや形状等に応じて適宜決定できるが、融点若しくは分解
温度が２０００℃以上の窒素非含有材質により形成されていることが好ましい。このよう
な材質で形成された撹拌羽根であれば、前記融液により溶解することがなく、また、前記
撹拌羽根表面上での結晶核生成を防止できるからである。
【００４４】
　また、前記撹拌羽根の材質としては、例えば、希土類酸化物、アルカリ土類金属酸化物
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、Ｗ、ＳｉＣ、ダイヤモンド、ダイヤモンドライクカーボン等があげられる。このような
材質で形成された撹拌羽根も、前記同様に、前記融液により溶解することがなく、また、
前記撹拌羽根表面上での結晶核生成を防止できるからである。前記希土類および前記アル
カリ土類金属としては、例えば、Ｓｃ、Ｙ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅｕ
、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｒａが
あげられる。前記撹拌羽根の材質として好ましいのは、Ｙ２Ｏ３、ＣａＯ、ＭｇＯ、Ｗ、
ＳｉＣ、ダイヤモンド、ダイヤモンドライクカーボン等であり、このなかでもＹ２Ｏ３が
最も好ましい。
【００４５】
　つぎに、本発明のＧａＮ結晶の２結晶法Ｘ線回析のロッキングカーブの半値全幅は、例
えば、０を超え２００秒以下の範囲であるが、低いほど好ましい。２結晶法Ｘ線回析のロ
ッキングカーブの半値全幅は、Ｘ線源から入射したＸ線を第１結晶により高度に単色化し
、第２結晶である前記ＧａＮ結晶に照射し、前記ＧａＮ結晶から回折されるＸ線のピーク
を中心とするＦＷＨＭ（Full　width　at　half　maximum）を求めることで測定できる。
なお、前記Ｘ線源は、特に制限されないが、例えば、ＣｕＫα線等が使用できる。また、
前記第１結晶も特に制限されないが、例えば、ＩｎＰ結晶やＧｅ結晶等が使用できる。
【００４６】
　本発明のＧａＮ結晶の転位密度は、例えば、０を超え１０６個／ｃｍ２以下の範囲であ
り、低いほど好ましい。前記転位密度の転位の種類は、特に制限されず、例えば、刃状転
位、螺旋転位がある。前記転位密度の測定方法は、特に制限されないが、例えば、透過型
電子顕微鏡（ＴＥＭ）により、ＩＩＩ族元素窒化物結晶の結晶構造を観察して測定するこ
とができる。
【００４７】
　本発明のＧａＮ結晶は、炭素を含んでいても良い。前記炭素は、例えば、前記融液中の
炭素由来のものであってもよい。前記ＧａＮ結晶に含まれる炭素の形態は、原子であって
もよいし、分子であってもよいし、他の元素との化合物の形態であってもよい。前記Ｇａ
Ｎ結晶中の炭素の含有量は、特に制限されず、例えば、１０１５～１０２２個／ｃｍ３の
範囲、好ましくは、１０１６～１０２１個／ｃｍ３の範囲、より好ましくは、１０１７～
１０２０個／ｃｍ３の範囲である。また、前記のとおり、本発明のＧａＮ結晶は、前記融
液中の炭素由来の炭素を含んでいても良い。すなわち、あるＧａＮ結晶において炭素が検
出されたら、それは、本発明のＧａＮ結晶ということになる。前記ＧａＮ結晶からの炭素
の検出方法は、特に制限されず、例えば、二次イオン質量分析法により検出できる。なお
、本発明のＧａＮ結晶における炭素の割合は、前述と同様である。また、本発明のＧａＮ
結晶が、炭素を含む場合、Ｐ型半導体になる場合があると考えられる。
【００４８】
　つぎに、本発明の基板は、前記本発明のＧａＮ結晶を含む。本発明の基板は、例えば、
サファイア等の基板の上のＧａＮ結晶薄膜の上に、本発明の製造方法によりＧａＮ結晶を
形成したものであってもよい。この場合、前記サファイア等の基板を剥離して、ＧａＮ結
晶単独の自立基板とすることが好ましい。図１に示すように、本発明の基板１の上に、Ｌ
ＥＤ等の半導体装置を構成すれば、高性能の半導体装置となり、例えば、高輝度のＬＥＤ
とすることができる。本発明の半導体装置の種類は、特に制限されず、例えば、ＬＥＤ、
半導体レーザー、パワー高周波電子素子があげられる。
【実施例】
【００４９】
　つぎに、本発明の実施例について説明する。ただし、本発明は下記の実施例によって限
定されない。
【００５０】
（実施例１）
　図１１に示す装置を用いて、ＧａＮ結晶を製造した。すなわち、まず、アルミナ坩堝１
５中に、ＧａＮ薄膜層（上面はｃ面）が形成されたサファイア基板を配置した。また、前
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記アルミナ坩堝１５の中に、ナトリウム（Ｎａ）、ガリウム（Ｇａ）および炭素（Ｃ：グ
ラファイト）を入れた。前記ナトリウム（Ｎａ）とガリウム（Ｇａ）のモル比は、Ｎａ：
Ｇａ＝７３：２７である。また、炭素（Ｃ）の添加割合は、ナトリウム（Ｎａ）、ガリウ
ム（Ｇａ）および炭素（Ｃ）の合計（Ｎａ＋Ｇａ＋Ｃ）に対し、原子％（ａｔ．％）で、
０、０．０２、０．１、０．５、１、２、５ａｔ．％とした。なお、０ａｔ．％は、比較
例１となる。前記坩堝１５をステンレス容器１３の中にいれ、前記ステンレス容器１３を
、耐熱耐圧容器１４の中に入れた。前記ガスタンク１１から、窒素ガスを前記ステンレス
容器１３内に導入すると同時に、ヒータ（図示せず）により加熱して前記耐熱耐圧容器１
４内を、８５０℃、４０ａｔｍ（約４．０ＭＰａ）の高温高圧条件下とし、９６時間処理
を行い、目的とするＧａＮ結晶を製造した。
【００５１】
　前記炭素添加が１ａｔ．％の場合のＧａＮ結晶の写真を図４に示し、前記炭素添加割合
が５ａｔ．％の場合のＧａＮ結晶の写真を図５に示し、炭素添加割合が０ａｔ．％の場合
（比較例１）のＧａＮ結晶の写真を図６に示す。図６に示すように、炭素を添加しない場
合のＧａＮ結晶において、［０００１］（ｃ面）と［１０－１１］面が成長している。こ
れに対し、図４に示すように、炭素を１ａｔ．％の割合で添加した場合のＧａＮ結晶では
、［１０－１０］面（Ｍ面）が成長した。また、図５に示すように、炭素を５ａｔ．％の
割合で添加した場合のＧａＮ結晶では、［１０－１０］面（Ｍ面）が大きく成長した。ま
た、図７のグラフに、炭素の各添加割合におけるＧａＮ結晶の収率を示す。同図において
、白の棒グラフで表す部分は、前記ＧａＮ結晶薄膜層上で成長したＧａＮ結晶の収率（Ｌ
ＰＥ収率）を示し、黒の棒グラフで表す部分は、前記融液中で核発生して成長したＧａＮ
結晶の収率（核発生収率）である。図７のグラフに示すように、炭素無添加の場合は、核
が発生したが、炭素を添加すると、核発生が防止され、また、炭素の添加量の増加による
ＬＰＥ収率の低下はなかった。
【００５２】
（実施例２）
　結晶成長の際の反応条件を、温度８００℃、圧力５０ａｔｍ（約５．０ＭＰａ）とし、
炭素の添加割合を、０ａｔ．％（比較例２、３）、１ａｔ．％、２ａｔ．％、３ａｔ．％
とした以外は、実施例１と同様にして、ＧａＮ結晶を製造した。その結果を、図９のグラ
フに示す。同図において、白の棒グラフで表す部分は、前記ＧａＮ結晶薄膜層上で成長し
たＧａＮ結晶の収率（ＬＰＥ収率）を示し、黒の棒グラフで表す部分は、前記融液中で核
発生して成長したＧａＮ結晶の収率（核発生収率）である。同図において、無添加１は、
比較例２であり、無添加２は、比較例３である。図９のグラフに示すように、炭素無添加
の場合は、核が発生し、前記ＧａＮ結晶薄膜層上でのＧａＮ結晶の成長が阻害されたが、
炭素を添加すると、核発生が防止され、前記ＧａＮ結晶薄膜層上で、高品質の無極性面を
有するＧａＮ結晶が成長した。
【００５３】
（実施例３）
　結晶成長の際の反応条件を、温度７５０℃、圧力５０ａｔｍ（約５．０ＭＰａ）とし、
炭素の添加割合を、０ａｔ．％（比較例４、５、６）、１ａｔ．％、２ａｔ．％、３ａｔ
．％とした以外は、実施例１と同様にして、ＧａＮ結晶を製造した。その結果を、図１０
のグラフに示す。同図において、白の棒グラフで表す部分は、前記ＧａＮ結晶薄膜層上で
成長したＧａＮ結晶の収率（ＬＰＥ収率）を示し、黒の棒グラフで表す部分は、前記融液
中で核発生して成長したＧａＮ結晶の収率（核発生収率）である。同図において、無添加
１は、比較例４であり、無添加２は、比較例５であり、無添加３は、比較例６である。図
１０のグラフに示すように、炭素無添加の場合は、核が発生し、前記ＧａＮ結晶薄膜層上
でのＧａＮ結晶の成長が阻害されたが、炭素を添加すると、核発生が防止され、前記Ｇａ
Ｎ結晶薄膜層上で、高品質の無極性面を有するＧａＮ結晶が成長した。
【００５４】
（実施例４）
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　本実施例では、ＭＯＣＶＤ法によってサファイア基板上に育成した２ｉｎｃｈ－ＧａＮ
薄膜（直径５ｃｍのＧａＮ薄膜、上面はＭ面）を種結晶として、バルクＧａＮ単結晶育成
時に炭素を添加し、その効果を確認した。具体的な実験手順は、つぎの通りである。すな
わち、まず、Ｇａ１５ｇ、Ｎａ１４．８ｇを、前記種基板と共にアルミナ坩堝に充填した
後、炭素源としてのグラファイトを、Ｎａに対して、０．５ｍｏｌ％となるように加えた
。そして、育成温度８６０℃、育成圧力４５ａｔｍで９６時間エピタキシャル成長を行っ
た。その結果、前記種結晶基板上に、約２ｍｍの厚さでＧａＮ単結晶（直径約５ｃｍ）が
エピタキシャル成長した。このＧａＮ単結晶を、図１２の写真に示す。本実施例のＧａＮ
結晶は、現在報告されているＧａＮ単結晶としては世界最大の結晶である。本実施例にお
いて、坩堝上で成長したＧａＮ結晶（ａ）と、前記種結晶上にエピタキシャル成長したＧ
ａＮ結晶（ｂ）の比率（ａ：ｂ）は、２：８であった。一方、炭素を添加しなかった以外
は、同一の条件でＧａＮ単結晶の育成を行った場合の前記比率（ａ：ｂ）は、９５：５で
あった。これらのことから、本発明において、炭素を添加することにより、坩堝上での核
発生を抑制し、エピタキシャル成長が促進され、その結果、大型結晶の育成が可能になる
ことが、実証されたといえる。
【産業上の利用可能性】
【００５５】
　以上のように、本発明のＧａＮ結晶の製造方法によれば、核発生防止および高品質無極
性面の成長の少なくとも一方を実現可能である。本発明のＧａＮ結晶を、例えば、基板と
して用いれば、高性能の半導体装置を作製することができる。したがって、本発明は、例
えば、ヘテロ接合高速電子デバイスや光電子デバイス（半導体レーザー、発光ダイオード
、センサ等）等のＩＩＩ族元素窒化物結晶半導体の分野に有用である。

【図１】 【図２】

【図３】



(14) JP 4538596 B2 2010.9.8

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】



(15) JP 4538596 B2 2010.9.8

【図１３】



(16) JP 4538596 B2 2010.9.8

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  森　勇介
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内
(72)発明者  佐々木　孝友
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内
(72)発明者  川村　史朗
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内
(72)発明者  吉村　政志
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内
(72)発明者  川原　実
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内
(72)発明者  北岡　康夫
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内
(72)発明者  森下　昌紀
            大阪府吹田市山田丘１番１号　国立大学法人大阪大学内

    審査官  鮎沢　輝万

(56)参考文献  国際公開第２００４／０１３３８５（ＷＯ，Ａ１）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              C30B   1/00-35/00
              H01L  21/208


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

